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１．2020 年度報告 

（１）入試関連（Waseda Vision 150 核心戦略１関連） 

－2021 年度を見据えた各学部・研究科における入試制度改革の実施状況－ 

学部入試について、2020 年度は、以下の内容に改めた一般選抜入試をはじめて実施した。共通テストでは

数学Ⅰ・数学 A を課したこと、学部独自試験では日本語および英語の長文を読み、記述式での解答をも課す

「総合問題」に再編したことが改革の主な特徴である。知識・技能だけでなく思考力・判断力・表現力等を多面

的・総合的に評価することのできる出題を、今年度の経験を踏まえて 2021 年度も継続していく。 

 

・一般選抜入試の内容 

(1)試験内容（政治学科・経済学科・国際政治経済学科共通、合計 200 点満点） 

① 大学入学共通テスト（100 点） 

以下 4 科目を 25 点ずつに換算する。 

①  外国語（以下いずれか 1 つを選択） 

・英語（リスニングを含む） ・独語 ・仏語 

② 国語 

③ 数学Ⅰ・数学Ａ 

④ 選択科目（以下いずれか 1 つを選択） 

・地理歴史「世界史 B」「日本史 B」「地理 B」から 1 科目 

・公民  「現代社会」「倫理」「政治・経済」「倫理、政治・経済」から 1 科目 

・数学  「数学Ⅱ・数学 B」 

・理科  「物理基礎」「化学基礎」「生物基礎」「地学基礎」から 2 科目 

あるいは「物理」「化学」「生物」「地学」から 1 科目 

② 学部独自試験（100 点） 

・学部独自試験は総合問題のみを 120 分間で実施する。なお、日英両言語による長文を読み解いたう

えで解答する形式とし、記述解答を含む。英語のライティング力をはかる問題も加える。 

 

なお、定員管理の厳格化に対応できるよう 2021 年度から補欠合格制度も導入した。 

 

・大学入学共通テスト利用入試 

 大学入学共通テストの結果のみで判定を行う入学試験形態を前年度までのセンター利用入試の後継として

2021 年度も同様に実施した。 

・グローバル入試 

 海外就学経験者を対象とするグローバル入試を 2021 年度も継続実施したが、文部科学省による帰国生対

象入試のルールの改編に沿って、当入試制度も改編した。 

・指定校推薦入試の新指定基準の検証と継続実施 

これまでの経緯から複雑であった指定校入試の指定基準を前年度に適切かつシンプルなものに修正して実施した。そ

の結果を検証・評価した上で、2020 年度も指定校推薦入試を前年度改定した新基準に基づき実施した。 

・入試広報の展開 

 2020 年度の一般選抜入試の変更に伴い、メディアの取材を積極的に受け、新しい制度の趣旨を丁寧に分かりやす

く説明するように心がけてきた。また、今後の学部入試広報に活用すべく、実際の教室を背景に学部での学びを現役学

生が紹介する動画コンテンツをあらたに製作し、積極的な広報活動を推進した。 

 

（２）教育関連（Waseda Vision 150 核心戦略２、３、４関連） 

－グローバルリーダー育成にむけた、各学術院・学院・学校における取り組み状況－ 
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・2019年度から施行している学部新カリキュラムの骨子 

学術院の学問理念である Philosophy, Politics, and Economic（PPE）に立ち返り、学科の違いを超え

て、全学生に公共哲学・政治学・経済学の基礎を履修させ、その後学科ごとに特徴あるカリキュラムを提供してい

る。また JDP と EDP との一体的運用をさらに進めるため、科目の日英ハイブリッド化の徹底してきた。 

→３学科共通の必修科目の設定(政治学および経済学の入門科目、データサイエンス教育の入門科目として

の統計学など)。 

→１つの科目を日本語と英語の両言語で実施(設置科目、必要単位数、必修科目、科目区分を一部の例外

を除き共通化)。 

→国際政治経済学科目群を廃止し、政治学科目群および経済学科目群との重複を解消。 

→学科目の 5 カテゴリーへの再編(政治学、経済学、分析手法・方法論、演習、グローバル科目)。 

→コースナンバーによる入門科目、中級・基礎科目、上級・専門科目にレベル分けの徹底。 

→外国語を用いて政治学と経済学を学ぶ科目を体系化し外国語地域副専攻として提供。 

 

・政経オナーズプログラム(学部３年＋大学院３年で博士学位修得) 

→大学院との連携による積極的活用により国際的に活躍する人物や研究者の養成を推進し、オナーズプログラ

ムによる大学院進学者を得た。該当院生に「政治経済学術院奨学資金(政経スカラシップ)」を給付する。 

 

・国際公募型教員採用の継続 

引き続き、原則としてすべての人事で国際公募を実施し、また、テニュアトラック制の積極的に活用し国際競争

力の高い教員のリクルートを心がけていた。 

 

・大学院(政研、経研、公共経営専攻、ジャーナリズムコースなど)の再編 

 

・グローバル公共政策コースの設置 

政治学研究科公共経営専攻（専門職）は、2020 年 9 月入学者をもって学生募集を停止した。政治学

専攻の公共政策研究領域と統合することを通じてグローバル公共政策(GPP)コースを設置した（入学定員 25

名、収容定員 50 名）。2021 年 4 月より教育を開始し、2022 年度には 1 年制を開始する。23 ないし 24

年度には英語プログラムも開始する予定である。エヴィデンスに基づく政策形成ないし政策評価を理論的また実

証的に促進できる人材を養成する。グローバル公共政策(GPP)コースのカリキュラムを確定し、経済学研究科の

公共政策領域との緊密な関係強化をはかった。 

 

・持ちコマ数の調整 

学部新カリキュラムの実施にともない、教員の教育・研究時間の確保をめざし、１人の持ちコマが学部・大学

院を合わせて 5.5 コマ～6.0 コマ程度になるように調整した。 

また、教員間の負担を適正なものとすべく、各教員の実際の負担を点検し、偏ることのないように調整した。ま

た、入試業務や教員採用業務、学術院外大学業務などについても点検を継続し、負担の適正化をはかる。 

 

（３）研究関連（Waseda Vision 150 核心戦略７、９関連） 

－研究の国際展開のための戦略策定に向けた取り組み状況－ 

2020 年度は新型コロナ感染症拡大の影響のためさまざまな制約を余儀なくされたが、それでも下記の取り組みを行っ

た。 

 

・全学的プロジェクトへの参画 

→文部科学省｢スーパーグローバル大学創成支援事業(SGU)｣実証政治経済学拠点における招聘教員による 

セミナー・授業を実施した。 

→文部科学省｢スーパーグローバル大学創成支援事業(SGU)｣グローバルアジア研究拠点の活動。事務拠点が社会
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科学総合学術院に設置されることになったが、学術院の相当数の教員がコミットしている。セミナー・授業を継続して

実施した。 

SGU 両拠点における共同研究の成果を今後の学部・大学院の教育・研究にどう活かしていくかについて検討を行い、そ

のレガシーの定着をはかる。たとえば、教員の先端的研究を紹介するオムニバス形式の科目を開設し、学術的な問題意

識の醸成を促すことを検討している。 

 

→文部科学省｢大学の世界展開強化事業(日中韓キャンパス・アジア)｣(2016～2020)の活動については、最終年

度として集大成の年となったが、コロナ禍の中でもオンライン等を活用するなどして最後まで積極的に事業を展開した。

また、５年間の取組みの総括とレガシーの継承についても、大学本部と密接に連携・協働して検討の上、合意形成

することができた。 

 

・学術院教員紹介 web ページの更新 

 2019 年度に教員紹介のサイトを刷新した。これにより、日英双方で、教員の経歴、研究歴、関心分野などを簡潔に

紹介することができるようになった。教員の個人サイトへリンクもしているので、研究の詳細を世界に向けて発信できるよう

になった。2020 年度はこれをさらに更新した。 

 

・現代政治経済研究所での研究活動の活発化 

研究力、研究成果 PR のための情報発信を推進した。具体的には、国内外の研究者からの検索を容易にするために、

論文データベースの「RePEc」に WorkingPaper 掲載の論文を連携した。 

→SGU 事業などと連携したイベントを主催、共催した。 

 

（４）国際関連（Waseda Vision 150 核心戦略８関連） 

－派遣留学、留学受入促進に向けた環境整備への取り組み状況等－ 

2020 年度は新型コロナ感染症拡大の影響のためさまざまな制約を余儀なくされたが、それでも下記の取り組みを行った。 

 

・EDP(募集定員：100 名)の拡充 

→学術院の学問理念である PPE を体現した新カリキュラムを導入し、基本的に日英ハイブリッド教育を実施するよう

にした。また、プログラムが海外でも広く知られるようになり、応募者の学力が上昇し、倍率があがっている。 

また、これまで 2 回実施していた AO 入試を 2021 年度入試より 1 回実施へと変更したが、志願者は増加した。 

→海外からの注目度が上がり、問い合わせが増加していることから EDP 独自のパンフレットを作成した。アジア・欧米

圏の高校に向けたリクルーティング活動も活発化している。 

→世界各国からの志願者がより出願しやすい環境作りを目指し、2022 年度に完全オンライン出願システムを導入

するための準備を推進した予定。 

→コロナ禍においても EDP と JDP の学生の授業外交流を促進するため、EDP 生が主体となる学生団体の運営

及び広報のサポートを継続実施した。なお、学生団体には年度ごとに学部執行部による活動継続審査を課してい

る。 

 

・日本語学位プログラム学生による、英語学位プログラム科目の履修を促進し、履修した科目の合格率も上昇している。 

 

・ジョイント・アポイント教員による授業・研究会の実施による世界の一流教員に早稲田の杜で接触する機会を増やして
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いる。 

 

・学部生が在学中のどの期間に海外留学してもゼミ登録等で不利益が生じないように配慮したカリキュラムを継続的に

運用している。 

 

・TOEFL のスコアによるクラス分けの実施、AWADE の必修化により英語のライティング力を向上させることで留学の促

進を図っている。 

 

・エセックス大学経済学部との協定に基づく3＋1 プログラム(3年間で早稲田大学で学士号を取得＋1年間でエセック

ス大学の修士号を取得)が発効した。 

 

・AFLP(Asian Future Leaders Scholarship Program)セミナーの実施・スタディトリップの実施 

 

・エセックス大学(英)サマープログラムの実施(SGU 実証政治経済学拠点) 

 

・日中韓キャンパス・アジアによる夏季集中講座および春季集中講座を実施した。 

 

・「政治経済学部グローバル・リーダー派遣留学生奨学基金」 「政治経済学部グローバル・リーダー外国人受入留学

生奨学資金」｢ハワード・ハギヤ奨学資金｣の増資・充実した。 

・2020 年度に予定していた国内外のインターンシップはすべて中止となったが、2021 年度については対面式で可能な

ら再開を予定している。 

 

（５）その他 

－（１）～（４）に該当しない、学術院独自の戦略・プロジェクト等－ 

・会議の効率化 

 オンラインでの会議が常態化したこともあり、政治経済学術院教授会、政治経済学部運営委員会、政治学研究科・

経済学研究科の運営委員会で完全ペーパーレス化を実現した。また、これらの会議体では資料の事前配付を併用す

ることで、会議時間のさらなる短縮に努めている。 

 

・会議における日英両言語の使用の定着化 

 会議体での配付資料、学術院内規の英訳を順次進めている。また、役職者選挙、人事、学位授与等に際しての審

議・投票について、まだ部分的ではあるが英語での議事説明も行った。資料の翻訳ソフトの検討にも着手している。 

非日本語話者を中心にした英語のみの会議を設けることも検討している。 

 

・テニュアトラック制度のさらなる整備 

 公正かつ透明性のある審査体制を確立するとともに、卓抜した研究成果を挙げ他大学から引き抜きがかかる教員に

対応するために早期テニュア審査制を導入し、実際に適用した。テニュアトラック教員のキャリアディベロップメントを支援す

るメンター制度の活用をはかっている。 
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２．2021 年度計画 

（１）入試関連（Waseda Vision 150 核心戦略１関連） 

－2022 年度を見据えた各学部・研究科における入試制度改革の実施計画－ 

・2021 年度学部一般選抜入試のレヴュー 

 →2020年度にはじめて実施した新制度のもとでの入試を出題・採点等に関して振り返り、2021年度の入試問題の

作成や採点に活かしていく。現行の政治学科 300 名、経済学科 400 名、国際政治経済学科 200 名のバランスは

適切なものと考えており、このバランスを維持する対応策についても検討を開始する。 

 

・附属・系属校の執行部と懇談する機会をもち、高大接続をより緊密なものとしていく。 

 附属・系属校からの進学者はかなりの割合を占めており、その学力をさらに向上させることを主な狙いとする。大学院進

学希望者や留学希望者を早期に発掘し、スポーツ推薦をも含め特別推薦の柔軟化について合意形成をはかる。 

2021 年度の懇談は 5 月から 6 月にかけて実施する計画である。また、今後、少なくとも隔年で実施していくことを予定

したい。 

 

・国内の指定校推薦については学部独自で指定基準をすでに改定しているが、当学部の基準の公表の可能性につい

て、今後、学内調整・検討の開始を予定している。 

 

・国外指定校推薦について、JDP、EDP ともに優秀な学生を安定的に獲得できるよう見直しを行う。 

 

・英語学位プログラム入試についての積極的なリクルートを行い、様々な国籍の優秀な学生を獲得できるように努める。

コロナ禍においても、オンライン説明会等でプログラムの情報発信を行う。 

 

・積極的広報の展開 

新入試制度の趣旨について受験指導者、受験生の理解をはかるべく、引き続き積極的に広報活動を展開する。 

 

・政治学研究科グローバル公共政策コースの積極的広報 

グローバル公共政策(GPP)コースについても、その設置の目的とカリキュラムの特徴の周知をはかり、潜在的な需要を

掘り起こすべく積極的に広報を展開する。 

 

（２）教育関連（Waseda Vision 150 核心戦略２、３、４関連） 

－グローバルリーダー育成にむけた、各学術院・学院・学校における取り組み計画－ 

① カリキュラムの一層の整理・体系化 

2019 年度の学部カリキュラム改革に続き、学部・大学院の双方においてカリキュラムを見直し、授業科目数の削減

を検討する。また 2020 年度のオンラインでの授業配信の経験を踏まえ、基本的にオンラインで実施する科目と対面式

が望ましい科目について再検討し、両者の適正なバランスをはかる。 

大学院はこれまで院生実数 40 名に対して教員１名の計算で組織されてきた。多くの院生が切磋琢磨する機会が

提供されてきたが、そのことが教員の負担増につながる面もあった。大学院教育にとって適正な院生の数を精査・検討

し、それに沿って入学定員の見直しを行う。 

 政治学研究科では、グローバル公共政策(GPP)コースを開始する。ジャーナリズムコースも現在の状況により適合的な

ものとするために定員の見直し等の改革に着手する。 
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 経済学研究科では、コースワークの英語化をさらに推進する。 

 

② 英語学位プログラムの一層の充実 

引き続き、世界の主要大学と遜色のないプログラムの実現を目指す。また政治学、経済学をアジア、日本、そして早

稲田大学で学ぶ意義を明らかにしていく。 

 

③ 100 分授業の準備 

 2022 年度の 100 分授業の導入に向けて時間割の検討を行うとともに、さらに授業科目を適正に配置し直し、提供

科目を整理する。 

 

④ 授業負担の軽減 

2019年度カリキュラム改革にともない学部・大学院合わせて5.5コマ～6.0コマを標準とすることとしたが、さらに教員

の負担の軽減をはかり、教育・研究の一層の充実を目指す。学術院役職者の授業負担の軽減をはかるとともに、優れ

た研究業績を挙げ、高い評価を得ている教員の負担軽減策を検討する(とくに「バイアウト制度」がカバーしない研究領

域の教員を対象とする)。 

 

⑤ 教員採用 

従来通り国際公募を原則としつつ、推薦制などを適切に組み合わせた機動的な教員採用を行う。また、その指針と

なる中期人事計画の策定に取り組む。 

いわゆる Vision 枠教員人事については、国際競争力の高い若手教員の採用につとめる。テニュアトラック教員の任

期中の教育・研究が、学術院全体の教育・研究水準を高めるようさらに工夫する。 

 教員の採用に当たっては、女性教員等を積極的に採用するなどダイバーシティを高める工夫を施す(女性の応募者を

極力「ショートリスト」に残すことについてはすでに着手している)。 

 

（３）研究関連（Waseda Vision 150 核心戦略７、９関連） 

－研究の国際展開のための戦略策定に向けた取り組み計画－ 

①SGU７拠点との連携 

SGU 実証政治経済学拠点、および、グローバルアジア拠点との連携をさらに展開する。とりわけ、教員のジョイント・ア

ポイントメントを積極的に活用し、優れた研究者を招聘し、教員との共同研究、および院生・学生への指導をさらに促

進する。 

 

②教員の研究時間確保 

持ちコマ数の削減、業務の適正配分、会議の効率化などにより、一層の研究時間の確保をはかる。 

優れた研究業績を挙げ、高い評価を得ている研究者、とくに若手教員の研究時間の確保をはかる。 

 

③ 研究成果の発信 

教員紹介の Web ページを積極的に活用するように心がける。すでに多くの教員が、母語以外の言語（主に英語）

での研究成果の発信を積極的に行っているが、それをさらに促していく。 

 

④ 附置研究所 
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政治経済研究センターおよびジャーナリズム・メディア研究センターを中心に、政治経済学術院所属の教員・院生が

主体的に研究に従事できる環境を整える。 

 

（４）国際関連（Waseda Vision 150 核心戦略８関連） 

－派遣留学、留学受入促進に向けた環境整備への取り組み計画等－ 

・海外での学習経験への対応 

留学という範疇の科目群の設定による留学の奨励を検討する。 

留学の成果を活かすため、英語学位プログラム科目履修を推奨する。 

 

・100 分授業導入による学期短縮にあわせ、留学への柔軟な対応をはかる。 

留学に出かけ・戻ってくる学生の便宜を一層はかるよう、柔軟な対応を心がける。 

 

・オランダ・アムステルダム大学の研究プロジェクトとの学術交流を開始する。ドイツ・ベルリン自由大学との学術交流を開

始する。スイス・バーゼル大学およびドイツ・ボン大学との３大学学術交流プログラム(「カテキサマ」プログラム)の開始に

向けて準備を進める。 

 

（５）その他 

－（１）～（４）に該当しない、学術院独自の戦略・プロジェクト等－ 

・第２期政経グローバルファンドの検討開始 

新型コロナ感染症拡大の影響のもと、引き続き厳しい状況が予想されるが、政経 150 周年を記念する募金について

検討し、その開始に向けて準備を進める。目的は、教員採用・維持のための独自資金の獲得、大学院生の研究支援

のための奨学金、国内の地方出身者を増やすための奨学金、海外からの留学生に対する奨学金、学部生が大学院に

進学しやすくするための奨学金などを充実させることにある。 

  

・ダイバーシティの向上と「合理的配慮」の徹底 

 女性に限らず、これまで社会的に劣位化され、値しない不利を被ってきた教員や学生を迎え入れ、リーズナブルな配慮

をきめ細かく提供できるような体制を整えていく。 

 

以 上 


